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論 文 内 容 の 要 旨
　本論文は、旧東ドイツの代表的な縮小都市政策であるシュタットウンバウ・オスト・プログラムの「撤去
プログラム」について、その実施経緯と効果及び課題を、①撤去対象地区をどのように都市計画的に判断
したのか、何が重要な指標となったのか、②撤去対象建物の選択理由は何か、何が重要な指標となったのか、
③計画は実際に遂行されたのか、遂行されなかった場合その理由は何か、その理由は普遍的なものか、④撤
去事業を計画および遂行する上での課題は何か、また現時点でどのような成果が得られているのかという４
つの視点から論じたものである。調査対象都市は、アイゼンヒュッテシュタット、ライプツィヒ（グリュー
ノウ団地）、ホイヤスヴェルダ（ノイシュタット地区）、デッサウ（ツォーバーベルグ団地）、コットブス（ザ
クセンドルフ・マドロー団地、ノイ・シュメルヴィッツ団地）の５都市である。
　本論文は全９章で構成され、その概要は以下の通りである。
　第１章：はじめに
　第２章：ドイツの都市・地域の縮小の実態と特徴
　第３章：旧東ドイツの縮小政策プログラム
　第４章：アイゼンヒュッテンシュタットの事例研究
　第５章：ライプツィヒ・グリューノウ団地の事例研究
　第６章：ホイヤスヴェルダの事例研究
　第７章：ツォーバーベルグ団地（デッサウ）の事例研究
　第８章：コットブスの事例研究
　第９章：結論
　
　第１章では、研究の背景と目的、方法を明示する。また既往研究について①旧東ドイツを中心とした人口
減少に関する基礎的研究、②連邦政府のシュタットウンバウ・オスト・プログラムに関する研究、③本論文
で取り上げた旧東ドイツ諸都市についての事例研究について整理している。
　第２章では、ドイツの都市・地域の縮小の実態と特徴について論じている。主要先進国の人口減少実態を
比較したうえで、旧東ドイツの人口減少の要因を、①政治的要因、②経済的要因、③出生率の低下、④郊外
化、⑤大都市への社会移動の５点に整理し、さらに縮小が及ぼす都市政策的課題として、①プラッテンバウ
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を中心とした空き家の増大、②社会インフラの維持管理費の増大、③商店等の市場環境の悪化、④マイナス
イメージの流布によるさらなる衰退のおそれを指摘している。
　第３章では、シュタットウンバウ・オスト・プログラムの内容と導入状況について連邦政府の統計資料を
もとに紹介し、独自の評価を行っている。同プログラムは2002年以来410以上の市町村の約900地区で実施さ
れており、当初は建物の更新と撤去が中心であったが、2006年以降はインフラの改修に、2010年以降は老朽
建築の改修及び保全に範囲が拡大した。住棟撤去を優先させたこと、トップダウンの政策決定であり必ずし
も住民や企業がすべての事例の意思決定に関わっていないこと、撤去後のビジョンを展望できる施策が含ま
れていないことなどの批判があることを指摘する一方で、人口減少を前提とした将来像を自治体に描かせた
点を評価している。また今後は、ソフト面の課題に対応する「社会都市プログラム」の重要性が高まると指
摘している。
　第４章ではアイゼンヒュッテンシュタットの事例を分析している。同市は製鉄工場を中核とした工業都市
であり、開発時期が異なる７地区について、人口減少に合わせた縮小プロセスを住棟レベルにいたるまで詳
細に追跡した。その結果、計画意図を①同市のアイデンティティを発露する都心部の維持、②持続可能な都
市システムの構築、③自立的なセンターを持つ３つの住区からなる都市構造の実現にあると指摘する。また
課題として、①社会的ネットワークの分断、②撤去後の跡地利用計画の不在、③事業者及び住民の合意形成
手続きの不在を指摘している。さらに同市が撤去政策を遂行できた理由を、①住宅所有者が極めて少数であっ
た、②社会主義時代のトップダウン的政策への抵抗がまだ少なかったためと述べている。
　第５章ではライプツィヒのグリューノウ団地の事例を分析している。撤去についての市当局の判断基準と
５つの縮小対応策及び基本指針を紹介したうえで、複数ある住宅会社ごとの遂行実態を示す等極めて詳細
に分析している。計画推進の成果として、①ゾーニングの徹底がもたらした安心感、②高層住棟の優先撤去、
③住民満足度の向上、④緑地やオープンスペースの価値の向上、⑤難民受け入れに伴う撤去事業の終了等を
指摘し、課題として、①「都市計画発展コンセプト」の限界、②社会サービスの減少、③撤去後の土地管理、
④移転費用負担、⑤反対運動への対応、⑥住宅会社による裁量の大きさを挙げている。
　第６章はホイヤスヴェルダについての分析である。川を挟んでアルトシュタットに向き合う地域に、セン
ター地区と10の住宅地区からなるノイシュタットが建設された。縮小計画としては、住区単位のマクロな視
点では、アルトシュタットやセンター地区に近い地区を優先的に残すとともに撤去地区は積極的に森に戻し、
都市の ｢核 ｣の保全を目論んだ。住棟単位のミクロな視点では、①住宅の質に着目し古い住棟を残す、②密
集した住棟を間伐するように撤去する、③ランドスケープの質が低いものを撤去し展望や植栽を確保する、
④各地区内においても中心部への近接性を優先するという特徴を示す一方で、住宅会社の経営事情によって
計画通りに進められない場合があることを指摘している。また、①専門職員等人的資源の不足、②周辺部か
ら都心部への住居移転の難しさ、③住宅会社による跡地利用管理、④住民による反対運動の増加等の課題を
示している。
　第７章はデッサウのツォーバーベルグについての分析である。バウハウスの拠点として有名なこの都市で
は、第二次大戦で多くの住宅が破壊され、東ドイツ時代に大量のプラッテンバウ団地が市の縁辺部に建設さ
れた。ツォーバーベルグもその一つであり、現在も縮小事業が進められている。デッサウ市のマクロの縮小
政策は、活力がある地区を残し衰退しつつある地区を緑地化して、緑の中に活力のある地区が島状に分散す
るという都市構造を追及するものである。ツォーバーベルグでは住棟ごとの詳細なデータを入手し、住宅会
社毎の撤去状況や修繕、空き家状況、地域暖房ネットワークとの関連性等を分析している。
　第８章はコットブスについての分析である。戦災を免れて中世から続く城郭都市の周囲にエネルギー産業
や製造業が立地しそこに住宅団地が建設された。市は中心部の保全戦略と周辺部の住宅地の撤去戦略とを同
時展開することによって住民の移転を促した。プラッテンバウ団地であるザクセンドルフ・マドローとノイ・
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シュメルヴィッツについて詳細な分析がなされ、当地区においても、①住宅会社との調整、②撤去跡地の整
備、③住民参加の欠如、④長期的な需給調整の必要性等の課題を明らかにしている。
　第９章では、冒頭に示した４つの研究命題に対する成果を以下のようにまとめて、結論としている。
　（1）撤去対象地区をどのように都市計画的に判断したのか、何が重要な指標となったのか。
　　　事例によって濃淡はあるが、以下の８点が重要な指標であることを示した。①都市のアイデンティティ
の維持、②都市的機能の集積及び維持、③住宅会社の数、④都市構造のコンパクト化、⑤都心地区の
再生効果、⑥安定した生活空間の維持、⑦社会基盤（インフラ）の維持管理費の削減、⑧住宅の質。
　（2）撤去対象建物の選択理由は何か、何が重要な指標となったのか。
　　　撤去判断指標として、建物の改修率、空き家率に加えて、ランドスケープ的重要性または改善効果、
中庭空間の魅力向上効果を指摘した。また住宅会社の経営的判断から高層建築が撤去される事例が多
いことを指摘した。
　（3）計画は実際に遂行されたのか、遂行されなかった場合その理由は何か、その理由は普遍的なものか。
　　　撤去地区と維持地区のゾーニングの実効性は比較的高い。持ち家率が低かった旧東ドイツにおいては、
住民の移転が比較的スムーズに実施され、撤退地区から維持地区への人口移動が着実に進むと指摘し
た。しかし住棟単位では必ずしも計画通り実施されておらず、その理由は、計画に強制力がない上に、
民間の住宅会社は事業収支や跡地の維持管理など経営的な立場から撤去の是非を判断するためと指摘
した。
　（4）撤去事業を計画および遂行する上での課題は何か、また現時点でどのような成果が得られているのか。
　　　課題としては、①行政が策定する「都市計画発展コンセプト」の限界、②撤去後の管理運営ビジョン
の必要性、③住宅会社との合意形成、④住民参加の欠如と住民の反対運動の発生、⑤移転費用とタイ
ミングの精査を挙げている。成果としては、①空き家率の低下、②人口減少の反転もしくは鈍化、③
都市空間のアメニティの改善、④「撤去しない地区」を示すことによる将来への安心感の提供、⑤望
ましい都市構造の形成を挙げている。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　先進諸国の多くの都市では、人口が減少局面に入っている。本論文の冒頭で示すとおり、現在のヨーロッ
パにおける人口20万人以上の都市のうちの42％で人口減少が始まっており、成長・拡大を前提とした従来の
都市計画のパラダイム転換を余儀なくされている。すなわち、秩序ある成長拡大を誘導するための従来の都
市計画から、縮小・縮退のための都市計画制度と事業手法の研究開発が求められているのである。
　こうした背景のもと、本研究は、東西統一後に急激な人口社会減を経験した旧東ドイツ諸都市の住宅団地
における縮小事業を取り上げたものである。旧東ドイツにおける団地縮小事業については、ライネフェルデ
の事例がよく知られている。しかしながらライネフェルデは同国内に複数存在する縮小都市の一事例であり、
また好条件に恵まれた結果、縮小がスムーズに進んだものと理解できる。これに対して本論文は、条件が異
なる複数都市における団地縮小計画のプロセスと縮小事業の実態およびステークホルダーの判断等を示すこ
とで、旧東ドイツにおける都市縮小事業の全体像を明らかにしようとしたところに、都市計画分野における
研究の独自性と学術的貢献を認めることができる。
　論文の作成にあたって著者は、ドイツや日本の既往論文及び入手可能な統計データの渉猟はもとより、年
次を空けながら複数回にわたって現地を訪問して縮小プロセスを確認するとともに、撤去地区や撤去住棟の
選択理由、事業の実施過程や実施されなかった理由などを解明するために、行政担当者や現地研究者へのヒ
アリングを重ねた。自治体によって情報公開レベルや担当者の理解度が異なるため入手可能なデータやヒア
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リング内容に格差が生じるなかで、詳細な資料の入手とヒアリングが可能であった５都市を中心に論文がま
とめられている。本論文では共通の分析軸のもとで各都市の分析・評価が行われ、それぞれが独立した章を
構成する。取り上げられた都市は中小規模のものが中心であり、事例選択にやや恣意的な印象をうけるもの
の、論文の意図と成果を損なうものではなく、複数の事例を比較分析し相互に情報を補完することによって、
旧東ドイツにおける縮小都市政策の解読に一定の成果をあげている。
　公聴会での発表と口頭試問をふまえ、以下に本論文に対する評価とコメントを記す。
　（1）上述のように、研究遂行のために、現地フィールドワークを繰り返すとともに複数の行政担当者や現
地の研究者に詳細なヒアリングを行い、情報収集をきめ細かく行ったことは高く評価される。加えて、
平易な文体で記述することに努めたことも評価できる。
　（2）撤去対象となった建物の大半が社会主義体制下でパネル工法によって大量供給されたプラッテンバウ
と呼ばれる低品質の集合住宅であることを指摘するとともに、旧体制下で建設された住宅系市街地が
自由主義体制下でどのように変貌しつつあるのかを検証し、特に民営化された住宅経営組織（住宅会
社）のステークホルダーとしての役割を指摘したことが本論文の主要な成果と評価できる。
　（3）筆者は「旧東ドイツの縮小政策とは、将来にわたって維持したい場所・コミュニティ・アイデンティ
ティを選択することである」と結論付ける過程で、社会主義体制以前から先在する旧市街地や歴史的
市街地に近接する地区の優位性を指摘するなど、都市の収縮過程でコアとなるべき市街地の条件につ
いて独自の考えを示しており、この点は旧東ドイツのみならず成熟諸都市の縮退プロセスを考えるう
えで大きな示唆を与えている。
　（4）シュタットウンバウ・オスト・プログラムから「社会都市プログラム」への転換が課題であることを
強調するように、住民の合意形成や移転プロセス、補償、移転後のコミュニティの保全または再生な
ど、ソフト面からのアプローチの重要性が事業者や住民に意識されるようになったことを指摘してい
る点も注目される。
　（5）旧東ドイツ諸都市における縮小事業の実態を詳細に示しているものの、連邦政府の都市計画制度及び
事業手法との関係性について十分に整理されているとは言い難い。そこで論文の題目を、内容により
即したものとするため「旧東ドイツの縮小都市における集合住宅撤去政策に関する研究」に変更する
ことを提案する。ただしこの変更が、論文の価値を下げる事には一切つながらないことを明記しておく。
　（6）第９章で日本の都市縮小政策への知見について記述されているが、政治的背景や社会制度の差異を勘
案すると、公営住宅団地の再編やUR賃貸住宅の建て替えとリノベーションを主とする団地再生計画
等への寄与等、日本の都市縮小政策が参考にすべき知見は限定的なものになると思われるので、適切
に対処されたい。
　以上の評価を総括すれば、本論文は明確な課題設定の下で周到なフィールドワークとヒアリング調査を積
み重ねて、十分な成果を達成していると判断できる。なお著者はすでに『ドイツ・縮小時代の都市デザイン』
および『アメリカ中小都市のまちづくり』等の単著を公刊しており、本論文はそれらの成果を踏まえてさら
に詳細な考察を行っている。本研究によって、移転の際の合意形成手続き、期間、補償や、都市計画制度へ
の落とし込み等さらなる研究課題が明確になったことも成果の一つであると評価できる。
　以上より、2016年６月21日の公聴会および口頭試問結果に基づき、審査委員会は全会一致で、本論文提出
者服部圭郎氏が博士（総合政策）甲号を受けるに値するものと認める。
